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電 気 供 給 約 款 附 則 （プラスプラン） 

 

 

１ この電気供給約款附則の実施期日 

この電気供給約款附則は，2024 年４月１日から実施いたします。 

 

２ 従量電灯 

電気供給約款「別紙 2（従量電灯）」に，次のとおり(21)～(28)を追加いたします。 

(21) ベースプラン A プラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ハ）のいずれにも該当するものに適用いたしま

す。 

（イ） 使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）が６キロボルトアンペア未満であること。 

（ロ） １需要場所において動力契約とあわせて契約する場合は，最大需要容量と契約電力との合計（この場

合，１キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，お客さ

まの電気の使用状態，送配電事業者等の供給設備の状況等から送配電事業者等が技術上または経

済上低圧での電気の供給が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の最大需要容量と契約電

力との合計が 50 キロワット以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業

者等は，お客さまの土地または建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

（ハ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

  ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相２線式標準電圧 100 ボルトまたは交流単相３線式標準電圧

100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツとい

たします。ただし，供給電気方式および供給電圧については，技術上やむをえない場合には，交流単相２線

式標準電圧 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあります。 

ハ 最大需要容量 

最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であることの決定は，負荷の実情に応じてお客さまと当社との

協議によって行います。 

ニ 使用電力量の郵送 

同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ホ 料  金 

料金は，（イ）によって算定された金額，別表「1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）⑶」によって算定

された再生可能エネルギー発電促進賦課金および郵送手数料の合計といたします。ただし，別表「2（燃料

費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴

ニ」によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定され

た平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費

調整額を加えたものといたします。 

（イ） 最低料金および電力量料金 

最

低

料

金 

１契約につき最初の 15 キロワット時まで 

（最低料金適用電力量） 466 円 57 銭 

電

力

量

料

金 

第１段階

料金 

15 キロワット時をこえ 120 キロワット

時までの１キロワット時につき 
20 円 21 銭 

第２段階

料金 

120 キロワット時をこえ 350 キロワッ

ト時までの１キロワット時につき 
25 円 20 銭 

第３段階

料金 

350 キロワット時をこえる１キロワッ

ト時につき 
28 円 01 銭 
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ヘ 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日か

ら，需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種

別を変更される場合は，契約期間を引継ぎます。なお，契約期間満了後の需要については，ベースプラン

A を適用いたします。 

ト そ の 他 

当社または送配電事業者等は，最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であることを判別するための

装置を取り付けることがあります。 

 

(22) ベースプラン A-G プラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ニ）のいずれにも該当するものに，お客さまの申

込みにもとづき適用いたします。 

（イ） 最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であること。 

（ロ） １需要場所において動力契約とあわせて契約する場合は，最大需要容量と契約電力との合計（この場

合，１キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，お客さ

まの電気の使用状態，送配電事業者等の供給設備の状況等から送配電事業者等が技術上または経

済上低圧での電気の供給が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の最大需要容量と契約電

力との合計が 50 キロワット以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業

者等は，お客さまの土地または建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

（ハ） 次のいずれかに該当すること。 

        a 同一の需要場所において，同一の名義により，当社または当社が指定する事業者とガスの使用契約を

締結しその供給が開始していること。 

      b 一般ガス導管事業者が定める託送供給約款別表第１の供給区域外における需要で，同一の需要場所に

おいて，当社が製造した家庭用高効率給湯器，家庭用ガスふろ給湯器，家庭用ガス温水床暖房システム

または家庭用空調機器を設置していること。 

c  集合住宅における需要で，当該集合住宅において当社が指定する熱供給事業による熱が供給されて

いること。 

なお，お客さまは，（ハ）を満たさなくなった場合，すみやかに当社に通知していただきます。この場

合，ベースプラン A-G プラスの適用は，当社が通知を受けた直後の検針日の前日までとし，お客さまの

別途の申込みがない限り以降はベースプラン A プラスを適用いたします。適用条件を満たさなくなった

日以降最初の検針日以降もベースプラン A-G プラスが適用されていた場合，ベースプラン A-G プラス

の適用は当該事実が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を満たさなくな

った日以降最初の検針日まで遡ってベースプラン A プラスを適用した場合の料金とすでに料金としてお

支払いいただいた金額との差額を精算させていただきます。 

（ニ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相２線式標準電圧 100 ボルトまたは交流単相３線式標準電圧

100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツとい

たします。ただし，供給電気方式および供給電圧については，技術上やむをえない場合には，交流単相２線

式標準電圧 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあります。 

ハ 最大需要容量 

最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であることの決定は，負荷の実情に応じてお客さまと当社との

協議によって行います。 

   ニ ベースプラン A-G プラスオプション割引 

    （イ） 次の a に該当するお客さまについては，お客さまの申込みにもとづき，ヘ（ロ）に定める割引を適用いた

します。なお，この割引をベースプラン A-G プラスオプション割引といいます。 

       a 業務用ガス特約割引 

         同一の需要場所において，同一の名義により，当社とガスの基本約款および個別約款にもとづく使用

契約（ただし，もっと割料金契約，マイホーム発電料金契約，ハウス空調料金契約，床暖料金契約，エコ
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ジョーズ料金契約，集合住宅向けコージェネレーションシステム契約，スマート発電料金契約，あっため

トク料金契約，家事トク料金契約およびまとめトク・もっとまとめトク料金契約は除きます。）を締結しその

供給を開始していること。 

     （ロ） ベースプラン A-G プラスオプション割引は，需給開始日前にお申込みいただいた場合は需給開始日よ

り，需給開始日以降にお申込みいただいた場合はお申込みいただいた日の直後の検針日より，適用いた

します。 

     （ハ） お客さまは，ベースプラン A-G プラスオプション割引の適用条件を満たさなくなった場合，すみやかに

当社に通知していただきます。この場合，ベースプラン A-G プラスオプション割引の適用は，当社が通知

を受けた直後の検針日の前日までといたします。適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日以降

もベースプラン A-G プラスオプション割引が適用されていた場合，ベースプラン A-G プラスオプション割

引の適用は当該事実が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を満たさなくな

った日以降最初の検針日まで遡って割引の適用されていない料金とすでに料金としてお支払いいただい

た金額との差額を精算させていただきます。 

ホ 使用電力量の郵送 

同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ヘ 料  金 

料金は，その１か月の使用電力量にもとづき（イ）によって算定された金額，別表「1（再生可能エネルギー

発電促進賦課金）⑶」によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料およびイなら

びにニ（ハ）にもとづく差額の合計といたします。ただし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平

均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整

額を差し引いたものとし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を

上回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。な

お，ベースプラン A-G プラスオプション割引が適用される場合，その１か月の使用電力量にもとづき（イ）に

よって算定された金額に，（ロ）に定める割引率を乗じて算定された割引額を，当該合計から差し引きます。 

（イ） 最低料金および電力量料金 

最

低

料

金 

１契約につき最初の 15 キロワット時まで 

（最低料金適用電力量） 
466 円 57 銭 

電

力

量

料

金 

第１段階

料金 

15 キロワット時をこえ 120 キロワット

時までの１キロワット時につき 
20 円 21 銭 

第２段階

料金 

120 キロワット時をこえ 350 キロワッ

ト時までの１キロワット時につき 
24 円 80 銭 

第３段階

料金 

350 キロワット時をこえる１キロワッ

ト時につき 
27 円 72 銭 

 

（ロ） 割引率 

   ベースプラン A-G プラスオプション割引の割引率は次のとおりといたします。 

割引種別 割引率 

業務用ガス特約 １ ％ 

 

ト 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日か

ら，需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種

別を変更される場合は，契約期間を引継ぎます。なお，契約期間満了後の需要については，ベースプラン

A-G を適用することとし，ベースプラン A-G プラスオプション割引については，ベースプラン A-G オプション

割引に引き継がれることといたします。 

チ そ の 他 

当社または送配電事業者等は，最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であることを判別するための

装置を取り付けることがあります。 
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(23) 家庭用ガス発電プランプラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ニ）のいずれにも該当するものに，お客さまの申

込みにもとづき適用いたします。 

（イ） 最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であること。 

（ロ） １需要場所において動力契約とあわせて契約する場合は，最大需要容量と契約電力との合計（この場

合，１キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，お客さ

まの電気の使用状態，送配電事業者等の供給設備の状況等から送配電事業者等が技術上または経

済上低圧での電気の供給が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の最大需要容量と契約電

力との合計が 50 キロワット以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業

者等は，お客さまの土地または建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

（ハ） 同一の需要場所において，当社が製造した家庭用コージェネレーションシステムを設置していること，ま

たは，他社が製造した家庭用コージェネレーションシステムを設置しており，かつ，同一の名義により，当

社もしくは当社が指定する事業者とガスの使用契約を締結しその供給が開始していることもしくは当該家

庭用コージェネレーションシステムの保守契約を締結していること。 

なお，お客さまは，（ハ）を満たさなくなった場合，すみやかに当社に通知していただきます。この場

合，家庭用ガス発電プランプラスの適用は，当社が通知を受けた直後の検針日の前日までとし，お客さ

まの別途の申込みがない限り以降はベースプラン A プラスを適用いたします。適用条件を満たさなくな

った日以降最初の検針日以降も家庭用ガス発電プランプラスが適用されていた場合，家庭用ガス発電

プランプラスの適用は当該事実が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を

満たさなくなった日以降最初の検針日まで遡ってベースプラン A プラスを適用した場合の料金とすでに

料金としてお支払いいただいた金額との差額を精算させていただきます。 

（ニ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相２線式標準電圧 100 ボルトまたは交流単相３線式標準電圧

100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツとい

たします。ただし，供給電気方式および供給電圧については，技術上やむをえない場合には，交流単相２線

式標準電圧 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあります。 

ハ 最大需要容量 

最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であることの決定は，負荷の実情に応じてお客さまと当社との

協議によって行います。 

ニ 使用電力量の郵送 

同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ホ 料  金 

料金は，その１か月の使用電力量にもとづき（イ）によって算定された金額，別表 1（再生可能エネルギー

発電促進賦課金）⑶」によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料およびイにも

とづく差額の合計といたします。ただし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基

準燃料価格を下回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を差し引いたも

のとし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合は，別

表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。  
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（イ） 最低料金および電力量料金 

最

低

料

金 

１契約につき最初の 15 キロワット時まで 

（最低料金適用電力量） 466 円 57 銭 

電

力

量

料

金 

第１段階

料金 

15 キロワット時をこえ 120 キロワット

時までの１キロワット時につき 
20 円 21 銭 

第２段階

料金 

120 キロワット時をこえ 350 キロワッ

ト時までの１キロワット時につき 
24 円 80 銭 

第３段階

料金 

350 キロワット時をこえる１キロワッ

ト時につき 
27 円 72 銭 

ヘ 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日か

ら，需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種

別を変更される場合は，契約期間を引継ぎます。なお，契約期間満了後の需要については，家庭用ガス発

電プランを適用いたします。 

ト そ の 他 

当社または送配電事業者等は，最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であることを判別するための

装置を取り付けることがあります。 

 

(24) ベースプラン B プラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ハ）のいずれにも該当するものに適用いたしま

す。 

（イ） 契約容量が６キロボルトアンペア以上であり，かつ，原則として 50 キロボルトアンペア未満であること。 

（ロ） １需要場所において，動力契約とあわせて契約する場合は，契約容量と契約電力との合計（この場合，１

キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，送配電事

業者等が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の契約容量と契約電力との合計が 50 キロワット

以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業者等は，お客さまの土地または

建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

（ハ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相３線式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数

は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツといたします。ただし，供給電気方式および供

給電圧については，技術上または送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には，交流単相

２線式標準電圧 100 ボルトもしくは 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあり

ます。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約容量 

（イ） 契約容量は，契約負荷設備の総容量（入力といたします。なお，出力で表示されている場合等は，各契

約負荷設備ごとに別表「6（負荷設備の入力換算容量）」によって換算するものといたします。）に次の係数

を乗じてえた値といたします。ただし，差込口の数と電気機器の数が異なる場合等特別の事情がある場合

は，別表「4（契約負荷設備の総容量の算定）」によって総容量を定めます。 

最初の６キロボルトアンペアにつき 95 パーセント 

次の 14 キロボルトアンペアにつき 85 パーセント 

次の 30 キロボルトアンペアにつき 75 パーセント 
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50 キロボルトアンペアをこえる部分につき 65 パーセント 

 

（ロ） お客さまが契約主開閉器により契約容量を定めることを希望される場合には，契約容量は，（イ）にかか

わらず，契約主開閉器の定格電流にもとづき，別表「7（契約容量および契約電力の算定方法）」により算

定された値といたします。この場合，契約主開閉器をあらかじめ設定していただきます。 

なお，当社または送配電事業者等は，契約主開閉器が制限できる電流を，必要に応じて確認いたしま

す。 

（ハ） 需要場所における小売電気事業者の変更により当社との需給契約を締結する場合の契約容量は，

（イ），（ロ）にかかわらず，原則として当該小売電気事業者との需給契約の終了時点の契約容量の値とい

たします。 

（ニ） （イ）～（ハ）によりがたい場合は，当社との協議によって決定した値といたします。 

ホ ベースプラン B プラスオプション割引 

（イ） 次の a または b に該当するお客さまについては，お客さまの申込みにもとづき，それぞれト（ハ）に定め

る割引を適用いたします。各割引をあわせてベースプラン B プラスオプション割引といいます。なお，ベー

スプラン B プラスの契約期間満了後については，ベースプラン B プラスオプション割引は，ベースプランＢ

オプション割引に引き継がれるものといたします。この場合，オプション割引の適用期間満了予定日は，そ

のまま引き継がれます。 

  a 長期２年割引 

長期２年割引が適用される日から，ベースプラン B プラスとベースプラン B とをあわせて，２年間（割引

が適用される日から２年目の日まで）契約すること。 

なお，長期２年割引が適用されるお客さまにおいて，適用期間途中に，需要場所における小売電気事

業者の変更による需給契約の廃止，41（解約）にもとづく当社による解約，または長期２年割引の適用の

除外が発生し，その長期２年割引の適用期間が満了する予定であった日までの間に需要場所における小

売電気事業者の変更による需給契約の廃止もしくは解約があった場合に，原則として，解約金 8,800 円を

お支払いいただきます。ただし，需給契約が長期２年割引の適用期間満了後に継続され，新たな需給契

約の開始後 30 日以内に需要場所における小売電気事業者の変更により需給契約が廃止された場合に

ついては，当社は解約金をいただきません。 

b 動力セット割引 

同一の需要場所において，同一の名義により，当社と動力契約を締結し，動力セット割引が適用される

日から，ベースプラン B プラスとベースプラン B とをあわせて２年間（割引が適用される日から２年目の日

まで。既に当該需要場所において需給契約が締結されており長期２年割引が適用されている場合は，長

期２年割引の適用期間が満了する予定であった日まで）契約すること。 

なお，動力セット割引が適用されるお客さまにおいて，適用期間途中に，需要場所における小売電気事

業者の変更による需給契約の廃止，41（解約）にもとづく当社による解約，または動力セット割引の適用の

除外が発生し，その動力セット割引の適用期間が満了する予定であった日までの間に需要場所における

小売電気事業者の変更による需給契約の廃止もしくは解約があった場合に，原則として，解約金 8,800 円

をお支払いいただきます。ただし，需給契約が動力セット割引の適用期間満了後に継続され，新たな需給

契約の開始後 30 日以内に需要場所における小売電気事業者の変更により需給契約が廃止された場合

については，当社は解約金をいただきません。 

また，動力セット割引の適用期間途中に，当社との動力契約について 39（需給契約の廃止）⑴にもとづ

く需給契約の廃止または 41（解約）にもとづく当社による解約があり，動力セット割引の適用条件を満たさ

なくなった場合，動力セット割引の適用は，当該動力契約の消滅日の直後の検針日の前日までとし，以降

は長期２年割引を適用するものといたします。この場合，割引の適用期間の満了予定日は維持されるも

のといたします。 

          （ロ） ベースプラン B プラスオプション割引の長期２年割引と動力セット割引は重複して適用することはできま

せん。 

（ハ） ベースプラン B プラスオプション割引は，需給開始日前にお申込みいただいた場合は需給開始日より，

需給開始日以降にお申込みいただいた場合はお申込みいただいた日の直後の検針日より，適用いたしま

す。ただし，転宅による申込みの場合で，転宅前に当社との間で需給契約を締結し長期２年割引または動

力セット割引を適用していた場合は，当該割引適用期間が満了する予定であった日までとすることができ

ます。 

（ニ） お客さまは，ベースプラン B プラスオプション割引の適用条件を満たさなくなった場合，すみやかに当社
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に通知していただきます。この場合，ベースプラン B プラスオプション割引の適用は，当社が通知を受けた

直後の検針日の前日までといたします。適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日以降もベースプ

ラン B プラスオプション割引が適用されていた場合，ベースプラン B プラスオプション割引の適用は当該

事実が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を満たさなくなった日以降最初

の検針日まで遡って割引の適用されていない料金とすでに料金としてお支払いいただいた金額との差額

を精算させていただきます。なお，ベースプラン B プラスオプション割引からベースプラン B オプション割

引に移行後に当該事実が明らかになった場合についても，適用条件を満たさなくなった日以降最初の検

針日まで遡って精算させていただきます。 

へ 使用電力量の郵送 

    同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ト 料  金 

料金は，基本料金，電力量料金，別表「1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）⑶」によって算定された

再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料，ホ(イ)a またはホ(イ)b にもとづく解約金およびホ(ニ)に

もとづく差額の合計といたします。ただし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が

基準燃料価格を下回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を差し引いた

ものとし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合は，

別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。なお，ベースプラ

ン B プラスオプション割引が適用される場合，基本料金と電力量料金を合計した額に，（ハ）に定める割引

率を乗じて算定された割引額を，当該合計から差し引きます。 

（イ） 基本料金 

基本料金は，１か月につき次のとおりといたします。ただし，まったく電気を使用しない場合の基本料金

は，当該金額に 45 パーセントの割合を乗じて算定した金額といたします。 

契約容量１キロボルトアンペアにつき 437 円 88 銭 

 

（ロ） 電力量料金 

電力量料金は，その１か月の使用電力量によって算定いたします。 

第１段階

料金 

最初の 120 キロワット時までの１キロ

ワット時につき 17 円 78 銭 

第２段階

料金 

120 キロワット時をこえ 350 キロワット

時までの１キロワット時につき 21 円 01 銭 

第３段階

料金 

350 キロワット時をこえる１キロワット

時につき 23 円 34 銭 

 

（ハ） 割引率 

       ベースプラン B プラスオプション割引の割引率は次のとおりといたします。 

割引種別 割引率 

長期２年 ２ ％ 

動力セット ３ ％ 

チ 契約期間 

契約期間は， 7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日から，

需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種別を変

更される場合は，契約期間を引き継ぎます。 

契約期間満了後の需要については，ベースプラン B を適用することとし，ベースプラン B プラスオプション

割引については，ベースプラン B オプション割引に引き継がれるものといたします。なお，ベースプラン B プラ

スオプション割引が適用されている場合の，契約期間満了後に適用するベースプラン B の契約期間の満了

日は割引の適用期間満了日までといたします。 
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(25) ベースプラン B-G プラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ニ）のいずれにも該当するものに，お客さまの申

込みにもとづき適用いたします。 

（イ） 契約容量が６キロボルトアンペア以上であり，かつ，原則として 50 キロボルトアンペア未満であること。 

（ロ） １需要場所において，動力契約とあわせて契約する場合は，契約容量と契約電力との合計（この場合，１

キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，送配電事

業者等が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の契約容量と契約電力との合計が 50 キロワット

以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業者等は，お客さまの土地または

建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

（ハ） 次のいずれかに該当すること。 

       a 同一の需要場所において，同一の名義により，当社または当社が指定する事業者とガスの使用契約を締

結しその供給が開始していること。 

      b 一般ガス導管事業者が定める託送供給約款別表第１の供給区域外における需要で，同一の需要場所に

おいて，当社が製造した家庭用高効率給湯器，家庭用ガスふろ給湯器，家庭用ガス温水床暖房システム

または家庭用空調機器を設置していること。 

      c 同一の需要場所において，当社が製造した家庭用コージェネレーションシステムを設置していること，また

は，他社が製造した家庭用コージェネレーションシステムを設置しており，かつ，同一の名義により，当社

もしくは当社が指定する事業者とガスの使用契約を締結しその供給が開始していることもしくは当該家庭

用コージェネレーションシステムの保守契約を締結していること。 

d  集合住宅における需要で，当該集合住宅において当社が指定する熱供給事業による熱が供給されてい

ること。 

e  集合住宅の共用部分における需要で，当該需要場所において当社または当社が指定する事業者との間

でガスの使用契約を締結しておらず，当該集合住宅の入居者のいずれかが当社または当社が指定する

事業者とガスの使用契約を締結しその供給が開始していること。 

なお，お客さまは，（ハ）を満たさなくなった場合，すみやかに当社に通知していただきます。この場合ベー

スプラン B-G プラスの適用は，当社が通知を受けた直後の検針日の前日までとし，お客さまの別途の申込

みがない限り以降はベースプラン B プラスを適用いたします。適用条件を満たさなくなった日以降最初の検

針日以降もベースプラン B-G プラスが適用されていた場合，ベースプラン B-G プラスの適用は当該事実

が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針

日まで遡ってベースプラン B プラスを適用した場合の料金とすでに料金としてお支払いいただいた金額との

差額を精算させていただきます。 

（ニ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相３線式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数

は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツといたします。ただし，供給電気方式および供

給電圧については，技術上または送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には，交流単相

２線式標準電圧 100 ボルトもしくは 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあり

ます。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約容量 

（イ） 契約容量は，契約負荷設備の総容量（入力といたします。なお，出力で表示されている場合等は，各契

約負荷設備ごとに別表「6（負荷設備の入力換算容量）」によって換算するものといたします。）に次の係数

を乗じてえた値といたします。ただし，差込口の数と電気機器の数が異なる場合等特別の事情がある場合

は，別表「4（契約負荷設備の総容量の算定）」によって総容量を定めます。 

最初の６キロボルトアンペアにつき 95 パーセント 

次の 14 キロボルトアンペアにつき 85 パーセント 
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次の 30 キロボルトアンペアにつき 75 パーセント 

50 キロボルトアンペアをこえる部分につき 65 パーセント 

 

（ロ） お客さまが契約主開閉器により契約容量を定めることを希望される場合には，契約容量は，（イ）にかか

わらず，契約主開閉器の定格電流にもとづき，別表「7（契約容量および契約電力の算定方法）」により算

定された値といたします。この場合，契約主開閉器をあらかじめ設定していただきます。 

なお，当社または送配電事業者等は，契約主開閉器が制限できる電流を，必要に応じて確認いたしま

す。 

（ハ）  需要場所における小売電気事業者の変更により当社との需給契約を締結する場合の契約容量は，

（イ），（ロ）にかかわらず，原則として当該小売電気事業者との需給契約の終了時点の契約容量の値とい

たします。 

（ニ） （イ）～（ハ）によりがたい場合は，当社との協議によって決定した値といたします。 

ホ ベースプラン B-G プラスオプション割引 

（イ） 次の a，b または c に該当するお客さまについては，お客さまの申込みにもとづき，それぞれト（ハ）に定

める割引を適用いたします。各割引をあわせてベースプラン B-G プラス オプション割引といいます。な

お，ベースプラン B-G プラスの契約期間満了後については，ベースプラン B-G プラスオプション割引は，

ベースプラン B-G オプション割引に引き継がれるものといたします。この場合，オプション割引の適用期間

満了予定日は，そのまま引き継がれます。 

a 業務用ガス特約割引 

同一の需要場所において，同一の名義により，当社とガスの基本約款および個別約款にもとづく使用

契約（ただし，もっと割料金契約，マイホーム発電料金契約，ハウス空調料金契約，床暖料金契約，エコ

ジョーズ料金契約，集合住宅向けコージェネレーションシステム契約，スマート発電料金契約，あっため

トク料金契約，家事トク料金契約およびまとめトク・もっとまとめトク料金契約は除きます。）を締結しその

供給が開始していること。  

b 長期２年割引 

長期２年割引が適用される日から，ベースプラン B-G プラスとベースプラン B-G とをあわせて，２年間

（割引が適用される日から２年目の日まで）契約すること。 

なお，長期２年割引が適用されるお客さまにおいて，適用期間途中に，需要場所における小売電気事

業者の変更による需給契約の廃止，41（解約）にもとづく当社による解約，または長期２年割引の適用の

除外が発生し，その長期２年割引の適用期間が満了する予定であった日までの間に需要場所における

小売電気事業者の変更による需給契約の廃止もしくは解約があった場合に，原則として，解約金 8,800

円をお支払いいただきます。ただし，需給契約が長期２年割引の適用期間満了後に継続され，新たな需

給契約の開始後 30 日以内に需要場所における小売電気事業者の変更により需給契約が廃止された

場合については，当社は解約金をいただきません。 

c 動力セット割引 

同一の需要場所において，同一の名義により，当社と動力契約を締結し，動力セット割引が適用され

る日から，ベースプラン B-G プラスとベースプラン B-G とをあわせて，２年目の日（割引が適用される日

から２年目の日まで。既に当該需要場所において需給契約が締結されており長期２年割引が適用され

ている場合は，当該割引の適用期間が満了する予定であった日まで）契約すること。 

なお，動力セット割引が適用されるお客さまにおいて，適用期間途中に，需要場所における小売電気

事業者の変更による需給契約の廃止，41（解約）にもとづく当社による解約，または動力セット割引の適

用の除外が発生し，その動力セット割引の適用期間が満了する予定であった日までの間に需要場所に

おける小売電気事業者の変更による需給契約の廃止もしくは解約があった場合に，原則として，解約金

8,800 円をお支払いいただきます。ただし，需給契約が動力セット割引の適用期間満了後に継続され，

新たな需給契約の開始後 30 日以内に需要場所における小売電気事業者の変更により需給契約が廃

止された場合については，当社は解約金をいただきません。 

また，適用期間途中に，当社との動力契約について 39（需給契約の廃止）⑴にもとづく需給契約の廃

止または 41（解約）にもとづく当社による解約があり，動力セット割引の適用条件を満たさなくなった場

合，動力セット割引の適用は，当該動力契約の消滅日の直後の検針日の前日までとし，以降は長期２

年割引を適用するものといたします。この場合，割引の適用期間の満了予定日は維持されるものといた

します。 



 

10 
 

                 （ロ） ベースプラン B-G プラスオプション割引は，次の組み合わせでのみ重複して適用できるものといたしま

す。 

a 業務用ガス特約割引と長期２年割引 

b 業務用ガス特約割引と動力セット割引 

（ハ） ベースプラン B-G プラスオプション割引は，需給開始日前にお申込みいただいた場合は需給開始日よ

り，需給開始日以降にお申込みいただいた場合はお申込みいただいた日の直後の検針日より，適用いた

します。ただし，転宅による申込みの場合で，転宅前に当社との間で需給契約を締結し長期２年割引また

は動力セット割引を適用していた場合は，当該割引の適用期間が満了する予定であった日までとすること

ができます。 

（ニ） お客さまは，ベースプラン B-G プラスオプション割引の適用条件を満たさなくなった場合，すみやかに当

社に通知していただきます。この場合，ベースプラン B-G プラスオプション割引の適用は，当社が通知を

受けた直後の検針日の前日までといたします。適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日以降も

ベースプラン B-G プラスオプション割引が適用されていた場合，ベースプラン B-G プラスオプション割引

の適用は当該事実が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を満たさなくなっ

た日以降最初の検針日まで遡って割引の適用されていない料金とすでに料金としてお支払いいただいた

金額との差額を精算させていただきます。なお，ベースプラン B-G プラスオプション割引からベースプラン

B-G オプション割引に移行後に当該事実が明らかになった場合についても，適用条件を満たさなくなった

日以降最初の検針日まで遡って精算させていただきます。 

へ 使用電力量の郵送 

    同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ト 料  金 

料金は，基本料金，電力量料金，別表「1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）⑶」によって算定された

再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料，ホ(イ)b またはホ(イ)c にもとづく解約金およびイならび

にホ(ニ)にもとづく差額の合計といたします。ただし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃

料価格が基準燃料価格を下回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を

差し引いたものとし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を上回

る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。なお，

ベースプラン B-G プラスオプション割引が適用される場合，基本料金と電力量料金を合計した額に，（ハ）

に定める割引率を乗じて算定された割引額を，当該合計から差し引きます。 

（イ） 基本料金 

基本料金は，１か月につき次のとおりといたします。ただし，まったく電気を使用しない場合の基本料金

は，当該金額に 45 パーセントの割合を乗じて算定した金額といたします。 

契約容量１キロボルトアンペアにつき 431 円 36 銭 

 

（ロ） 電力量料金 

電力量料金は，その１か月の使用電力量によって算定いたします。 

第１段階

料金 

最初の 120 キロワット時までの１キロ

ワット時につき 17 円 09 銭 

第２段階

料金 

120 キロワット時をこえ 350 キロワット

時までの１キロワット時につき 20 円 88 銭 

第３段階

料金 

350 キロワット時をこえる１キロワット

時につき 23 円 13 銭 

 

（ハ） 割引率 

       ベースプラン B-G プラスオプション割引の割引率は次のとおりといたします。 

割引種別 割引率 

業務用ガス特約 １ ％ 

長期２年 ２ ％ 
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動力セット ３ ％ 

チ 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日から，

需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種別を変

更される場合は，契約期間を引き継ぎます。 

契約期間満了後の需要については，ベースプラン B-G を適用することとし，ベースプラン B-G プラスオプシ

ョン割引については，ベースプラン B-G オプション割引に引き継がれることといたします。なお，ベースプラン

B-G プラスオプション割引が適用されている場合の，契約期間満了後に適用するベースプラン B-G の契約

期間の満了日は割引の適用期間満了日までといたします。 

 

 

(26)  マンション共用部プランプラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ニ）のいずれにも該当するものに，お客さまの申

込みにもとづき適用いたします。 

（イ） 契約容量が６キロボルトアンペア以上であり，かつ，原則として 50 キロボルトアンペア未満であること。 

（ロ） １需要場所において，動力契約とあわせて契約する場合は，契約容量と契約電力との合計（この場合，１

キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，送配電

事業者等が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の契約容量と契約電力との合計が 50 キロワ

ット以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業者等は，お客さまの土地ま

たは建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

（ハ） 集合住宅の共用部分における需要であること。 

（ニ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相３線式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数

は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツといたします。ただし，供給電気方式および供

給電圧については，技術上または送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には，交流単相

２線式標準電圧 100 ボルトもしくは 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあり

ます。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約容量 

（イ） 契約容量は，契約負荷設備の総容量（入力といたします。なお，出力で表示されている場合等は，各契

約負荷設備ごとに別表「6（負荷設備の入力換算容量）」によって換算するものといたします。）に次の係数

を乗じてえた値といたします。ただし，差込口の数と電気機器の数が異なる場合等特別の事情がある場合

は，別表「4（契約負荷設備の総容量の算定）」によって総容量を定めます。 

最初の６キロボルトアンペアにつき 95 パーセント 

次の 14 キロボルトアンペアにつき 85 パーセント 

次の 30 キロボルトアンペアにつき 75 パーセント 

50 キロボルトアンペアをこえる部分につき 65 パーセント 

 

（ロ） お客さまが契約主開閉器により契約容量を定めることを希望される場合には，契約容量は，（イ）にかか

わらず，契約主開閉器の定格電流にもとづき，別表「7（契約容量および契約電力の算定方法）」により算

定された値といたします。この場合，契約主開閉器をあらかじめ設定していただきます。 

なお，当社または送配電事業者等は，契約主開閉器が制限できる電流を，必要に応じて確認いたしま
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す。 

 (ハ)  需要場所における小売電気事業者の変更により当社との需給契約を締結する場合の契約容量は，

（イ），（ロ）にかかわらず，原則として当該小売電気事業者との需給契約の終了時点の契約容量の値とい

たします。 

（ニ） （イ）～（ハ）によりがたい場合は，当社との協議によって決定した値といたします。 

ホ マンション共用部プランプラスオプション割引 

（イ） 次の a に該当するお客さまについては，お客さまの申込みにもとづき，ト（ハ）に定める割引を適用いた

します。なお，この割引をマンション共用部プランプラスオプション割引といいます。 

 a 共用部動力セット割引 

同一の需要場所において，同一の名義により，当社と動力契約を締結していること。  

（ロ） マンション共用部プランプラスオプション割引は，需給開始日前にお申込みいただいた場合は需給開始

日より，需給開始日以降にお申込みいただいた場合はお申込みいただいた日の直後の検針日より，適用

いたします。 

（ハ） お客さまは，マンション共用部プランプラスオプション割引の適用条件を満たさなくなった場合，すみやか

に当社に通知していただきます。この場合，マンション共用部プランプラスオプション割引の適用は，当社

が通知を受けた直後の検針日の前日までといたします。なお，適用条件を満たさなくなった日以降最初の

検針日以降もマンション共用部プランプラスオプション割引が適用されていた場合，マンション共用部プラ

ンプラスオプション割引の適用は当該事実が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適

用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日まで遡って割引の適用されていない料金とすでに料金とし

てお支払いいただいた金額との差額を精算させていただきます。 

へ 使用電力量の郵送 

同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ト 料  金 

料金は，基本料金，電力量料金，別表「1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）⑶」によって算定された

再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料およびイならびにホ（ハ)にもとづく差額の合計といたし

ます。ただし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合

は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし，別表「2（燃料費調

整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」

によって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。なお，マンション共用部プランプラスオプショ

ン割引が適用される場合，基本料金と電力量料金を合計した額に，（ハ）に定める割引率を乗じて算定され

た割引額を，当該合計から差し引きます。 

（イ） 基本料金 

基本料金は，１か月につき次のとおりといたします。ただし，まったく電気を使用しない場合の基本料金

は，当該金額に 45 パーセントの割合を乗じて算定した金額といたします。 

契約容量１キロボルトアンペアにつき 411 円 59 銭 

 

（ロ） 電力量料金 

電力量料金は，その１か月の使用電力量によって算定いたします。 

第１段階

料金 

最初の 120 キロワット時までの１キロ

ワット時につき 
16 円 20 銭 

第２段階

料金 

120 キロワット時をこえ 350 キロワット

時までの１キロワット時につき 
19 円 79 銭 

第３段階

料金 

350 キロワット時をこえる１キロワット

時につき 
21 円 92 銭 

 

    （ハ） 割引率 

       マンション共用部プランプラスオプション割引の割引率は次のとおりといたします。           

割引種別 割引率 
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共用部動力セット １ ％ 

チ 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日か

ら，需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種

別を変更される場合は，契約期間を引継ぎます。なお，契約期間満了後の需要については，当社の「電気

供給約款附則（マンション共用部プラン）」に定めるマンション共用部プランを適用することとし，マンション共

用部プランプラスオプション割引については，マンション共用部プランオプション割引に引き継がれることと

いたします。 

(27) 新築分譲マンションプランプラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ニ）のいずれにも該当するものに，お客さまの申

込みにもとづき適用いたします。 

（イ） 契約容量が６キロボルトアンペア以上であり，かつ，原則として 50 キロボルトアンペア未満であること。 

（ロ） １需要場所において，動力契約とあわせて契約する場合は，契約容量と契約電力との合計（この場合，１

キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，送配電事

業者等が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の契約容量と契約電力との合計が 50 キロワット

以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業者等は，お客さまの土地または

建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

（ハ） 集合住宅の共用部分における需要であること。 

（二） 当該集合住宅の事業主または管理組合が，当該集合住宅について当社と「新築分譲マンションプラン適

用に関する覚書」を締結していること。 

なお，お客さまが（ニ）を満たさなくなった場合，新築分譲マンションプランプラスの適用は，適用条件を満

たさなくなった日以降最初の検針日の前日までとし，以降は電気供給約款「別紙 2（従量電灯）⑼」に定める

ベースプラン B を適用いたします。適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日以降も新築分譲マン

ションプランプラスが適用されていた場合，新築分譲マンションプランプラスの適用は当該事実が明らかに

なった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日まで遡っ

てベースプラン B を適用した場合の料金とすでに料金としてお支払いいただいた金額との差額を精算させ

ていただきます。 

（ホ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相３線式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数

は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツといたします。ただし，供給電気方式および供

給電圧については，技術上または送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には，交流単相

２線式標準電圧 100 ボルトもしくは 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあり

ます。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約容量 

（イ） 契約容量は，契約負荷設備の総容量（入力といたします。なお，出力で表示されている場合等は，各契

約負荷設備ごとに別表「6（負荷設備の入力換算容量）」によって換算するものといたします。）に次の係数

を乗じてえた値といたします。ただし，差込口の数と電気機器の数が異なる場合等特別の事情がある場合

は，別表「4（契約負荷設備の総容量の算定）」によって総容量を定めます。 

最初の６キロボルトアンペアにつき 95 パーセント 

次の 14 キロボルトアンペアにつき 85 パーセント 

次の 30 キロボルトアンペアにつき 75 パーセント 

50 キロボルトアンペアをこえる部分につき 65 パーセント 
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（ロ） お客さまが契約主開閉器により契約容量を定めることを希望される場合には，契約容量は，（イ）にかか

わらず，契約主開閉器の定格電流にもとづき，別表「7（契約容量および契約電力の算定方法）」により算

定された値といたします。この場合，契約主開閉器をあらかじめ設定していただきます。 

なお，当社または送配電事業者等は，契約主開閉器が制限できる電流を，必要に応じて確認いたしま

す。 

(ハ)  需要場所における小売電気事業者の変更により当社との需給契約を締結する場合の契約容量は，

（イ），（ロ）にかかわらず，原則として当該小売電気事業者との需給契約の終了時点の契約容量の値とい

たします。 

（ニ） （イ）～（ハ）によりがたい場合は，当社との協議によって決定した値といたします。 

ホ 新築分譲マンションプランプラスオプション割引 

（イ） 次の a または b に該当するお客さまについては，お客さまの申込みにもとづき，それぞれト（ハ）に定め

る割引を適用いたします。なお，各割引を合わせて新築分譲マンションプランプラスオプション割引とい

い，a と b は１需給契約に重複して適用できるものといたします。    

a 共用部動力セット割引 

同一の需要場所において，同一の名義により，当社と動力契約を締結していること。 

b  新築応援割引 

「新築分譲マンションプラン適用に関する覚書」締結後遅滞なく当該割引を申込みいただくこと。 

（ロ） 新築分譲マンションプランプラスオプション割引は，需給開始日前にお申込みいただいた場合は需給開

始日より，需給開始日以降にお申込みいただいた場合はお申込みいただいた日の直後の検針日より，適

用いたします。 

（ハ） お客さまは，新築分譲マンションプランプラスオプション割引の適用条件を満たさなくなった場合，すみや

かに当社に通知していただきます。この場合，新築分譲マンションプランプラスオプション割引の適用は，

当社が通知を受けた直後の検針日の前日までといたします。なお，適用条件を満たさなくなった日以降最

初の検針日以降も新築分譲マンションプランプラスオプション割引が適用されていた場合，新築分譲マン

ションプランプラスオプション割引の適用は当該事実が明らかになった直後の検針日の前日までとすると

ともに，適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日まで遡って割引の適用されていない料金とすで

に料金としてお支払いいただいた金額との差額を精算させていただきます。 

へ 使用電力量の郵送 

同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ト 料  金 

料金は，基本料金，電力量料金，別表「1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）⑶」によって算定された

再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料およびイならびにホ(ハ)にもとづく差額の合計といたしま

す。ただし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合

は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし，別表「2（燃料費調

整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」

によって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。なお，新築分譲マンションプランプラスオプシ

ョン割引が適用される場合，基本料金と電力量料金を合計した額に，（ハ）に定める割引率を乗じて算定さ

れた割引額を，当該合計から差し引きます。 

（イ） 基本料金 

基本料金は，１か月につき次のとおりといたします。ただし，まったく電気を使用しない場合の基本料金

は，当該金額に 45 パーセントの割合を乗じて算定した金額といたします。 

契約容量１キロボルトアンペアにつき 411 円 59 銭 

 

（ロ） 電力量料金 

電力量料金は，その１か月の使用電力量によって算定いたします。 

第１段階

料金 

最初の 120 キロワット時までの１キロ

ワット時につき 
16 円 20 銭 

第２段階

料金 

120 キロワット時をこえ 350 キロワット

時までの１キロワット時につき 
19 円 79 銭 
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第３段階

料金 

350 キロワット時をこえる１キロワット

時につき 
21 円 92 銭 

 

    （ハ） 割引率 

       新築分譲マンションプランプラスオプション割引の割引率は次のとおりといたします。          

割引種別 割引率 

共用部動力セット １ ％ 

新築応援 ６ ％ 

チ 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日か

ら，需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種

別を変更される場合は，契約期間を引継ぎます。なお，契約期間満了後の需要については，当社の「電気

供給約款附則（新築分譲マンションプラン）」に定める新築分譲マンションプランを適用することとし，新築分

譲マンションプランプラスオプション割引については，新築分譲マンションプランオプション割引に引き継が

れることといたします。 

 

(28)  時間帯別共用部プランプラス 

イ 適用範囲 

電灯または小型機器を使用する需要で，次の（イ）から（ニ）のいずれにも該当するものに，お客さまの申

込みにもとづき適用いたします。 

（イ） 契約電力が原則として 50 キロワット未満であること。 

（ロ） １需要場所において，動力契約とあわせて契約する場合は，契約容量と契約電力との合計（この場合，１

キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が 50 キロワット未満であること。 

（ハ） 集合住宅の共用部分における需要であること。 

（ニ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ただし，１需要場所において動力契約とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，かつ，送配電事

業者等が適当と認めたときは，（イ）に該当し，かつ，（ロ）の契約容量と契約電力との合計が 50 キロワット

以上であるものについても適用することがあります。この場合，送配電事業者等は，お客さまの土地または

建物に変圧器等の供給設備を施設することがあります。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流単相３線式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトとし，周波数

は，託送供給等約款等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツといたします。ただし，供給電気方式および供

給電圧については，技術上または送配電事業者等の供給設備の都合でやむをえない場合には，交流単相

２線式標準電圧 100 ボルトもしくは 200 ボルトまたは交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとすることがあり

ます。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約容量 

（イ） 契約容量は，契約負荷設備の総容量（入力といたします。なお，出力で表示されている場合等は，各契

約負荷設備ごとに別表「6（負荷設備の入力換算容量）」によって換算するものといたします。）に次の係数

を乗じてえた値といたします。ただし，差込口の数と電気機器の数が異なる場合等特別の事情がある場合

は，別表「4（契約負荷設備の総容量の算定）」によって総容量を定めます。 

最初の６キロボルトアンペアにつき 95 パーセント 

次の 14 キロボルトアンペアにつき 85 パーセント 

次の 30 キロボルトアンペアにつき 75 パーセント 
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50 キロボルトアンペアをこえる部分につき 65 パーセント 

 

（ロ） お客さまが契約主開閉器により契約容量を定めることを希望される場合には，契約容量は，（イ）にかか

わらず，契約主開閉器の定格電流にもとづき，別表「7（契約容量および契約電力の算定方法）」により算

定された値といたします。この場合，契約主開閉器をあらかじめ設定していただきます。 

なお，当社または送配電事業者等は，契約主開閉器が制限できる電流を，必要に応じて確認いたしま

す。 

（ハ）  需要場所における小売電気事業者の変更により当社との需給契約を締結する場合の契約容量は，

（イ），（ロ）にかかわらず，原則として当該小売電気事業者との需給契約の終了時点の契約容量の値とい

たします。 

（ニ） （イ）～（ハ）によりがたい場合は，当社との協議によって決定した値といたします。 

ホ 季節区分および時間帯区分 

（イ） 季節区分は，次のとおりといたします。 

a. 夏季 

毎年７月１日から９月 30 日までの期間をいいます。 

b. その他季 

毎年 10 月１日から翌年の６月 30 日までの期間をいいます。 

（ロ） 時間帯区分は，次のとおりといたします。 

a. 昼間時間 

夏季の毎日午後１時から午後 4 時までの時間をいいます。ただし，休日に該当する時間を除きます。 

b. 生活時間 

     毎日午前 8 時から午後 10 時までの時間をいいます。ただし，夏季における休日以外の日は，午前 8 時

から午後 1 時までおよび午後 4 時から午後 10 時までの時間をいいます。 

c. 夜間時間 

毎日午前０時から午前 8 時までおよび午後１０時から翌日の午前０時までの時間をいいます。 

へ 使用電力量の郵送 

同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ト 料  金 

料金は，基本料金，電力量料金，別表「1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）⑶」によって算定された

再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料およびイならびにホ（ハ)にもとづく差額の合計といたし

ます。ただし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合

は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし，別表「2（燃料費調

整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」

によって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。 

（イ） 基本料金 

基本料金は，契約電力に応じ次のとおりといたします。ただし，まったく電気を使用しない場合の基本料

金は，当該金額に 50 パーセントの割合を乗じて算定した金額といたします。 

1 契約につき最初の 6 キロワットまで 1,302 円 40 銭 

上記をこえる１キロワットにつき 416 円 94 銭 

 

（ロ） 電力量料金 

電力量料金は，その１か月の使用電力量によって算定いたします。 

a. 昼間時間 

１キロワット時につき 38 円 43 銭 

b. 生活時間 

生活時間のうち，夏季に使用された電力量には夏季料金を，その他季に使用された電力量にはその他

季料金をそれぞれ適用いたします。 
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 夏季料金 その他季料金 

１キロワット時につき 30 円 01 銭 27 円 36 銭 

c. 夜間時間 

１キロワット時につき 15 円 53 銭 

チ 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日か

ら，需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種

別を変更される場合は，契約期間を引継ぎます。なお，契約期間満了後の需要については，当社の「電気

供給約款附則（時間帯別マンション共用部プラン）」に定める時間帯別マンション共用部プランを適用するこ

と，といたします。 

 

３ 動力契約 

電気供給約款「別紙３（動力契約）」に，次のとおり(6)を追加いたします。 

(6) 動力用プランプラス 

イ 適用範囲 

動力を使用する需要で，次の（イ）から（ハ）のいずれにも該当するものに適用いたします。 

（イ） 契約電力が原則として 50 キロワット未満であること。 

（ロ） １需要場所においてあわせて契約する従量電灯の最大需要容量（この場合，１キロボルトアンペアを１

キロワットとみなします。）または契約容量（この場合，１キロボルトアンペアを１キロワットとみなしま

す。）と契約電力との合計が 50 キロワット未満であること。 

（ハ） 同一の需要場所において，同一の名義により，当社の従量電灯とあわせて契約すること。 

ただし，お客さまが希望され，かつ，お客さまの電気の使用状態，送配電事業者等の供給設備の状況等

から送配電事業者等が技術上または経済上低圧での電気の供給が適当と認めたときは，（イ）に該当し，か

つ，（ロ）の最大需要容量または契約容量と契約電力との合計が 50 キロワット以上であるものについても適

用することがあります。この場合，送配電事業者等は，お客さまの土地または建物に変圧器等の供給設備

を施設することがあります。 

なお，契約期間途中に，当社の従量電灯について 39（需給契約の廃止）⑴にもとづく需給契約の廃止ま

たは 41（解約）にもとづく当社による解約があった場合，当該需給契約はあわせて消滅いたします。 

（ニ） 当社との間で本料金メニューの適用について合意している事業者等を介してお申込みいただき，当社が

適当と判断すること。 

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数 

供給電気方式および供給電圧は，交流３相３線式標準電圧 200 ボルトとし，周波数は，託送供給等約款

等の定めに従い，標準周波数 60 ヘルツといたします。ただし，供給電気方式および供給電圧については，

技術上やむをえない場合には，交流単相２線式標準電圧 100 ボルトもしくは 200 ボルトまたは交流単相３線

式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトとすることがあります。 

ハ 契約負荷設備 

契約負荷設備をあらかじめ設定していただきます。 

ニ 契約電力 

（イ） 契約電力は，契約負荷設備の各入力（出力で表示されている場合等は，別表「6（負荷設備の入力換

算容量）」によって換算するものといたします。）についてそれぞれ次の a の係数を乗じてえた値の合計

に b の係数を乗じてえた値といたします。ただし，電気機器の試験用に電気を使用される場合等特別の

事情がある場合は，その回路において使用される最大電流を制限できるしゃ断器その他の適当な装置

をお客さまに施設していただき，その容量を当該回路において使用される契約負荷設備の入力とみなし

ます。この場合，その容量は別表「7（契約容量および契約電力の算定方法）」に準じて算定いたします。 

a 契約負荷設備のうち 

 

 

最大の入力

最初の２台の入力につき 100 パーセント 

次の２台の入力につき 95 パーセント 
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のものから 上記以外のものの入力につき 90 パーセント 

 

b a によってえた値の合計のうち 

 

最初の６キロワットにつき 100 パーセント 

次の 14 キロワットにつき 90 パーセント 

次の 30 キロワットにつき 80 パーセント 

50 キロワットをこえる部分につき 70 パーセント 

 

（ロ） お客さまが契約主開閉器により契約電力を定めることを希望される場合には，契約電力は，（イ）にか

かわらず，契約主開閉器の定格電流にもとづき，別表「7（契約容量および契約電力の算定方法）」によ

り算定された値といたします。この場合，契約主開閉器をあらかじめ設定していただきます。 

なお，当社または送配電事業者等は，契約主開閉器が制限できる電流を，必要に応じて確認いたし

ます。 

（ハ） 需要場所における小売電気事業者の変更により当社との需給契約を締結する場合の契約電力は，

（イ），（ロ）にかかわらず，原則として当該小売電気事業者との需給契約の終了時点の契約電力の値と

いたします。 

（ニ） （イ）～（ハ）によりがたい場合は，当社との協議によって決定した値といたします。 

ホ 動力用プランプラスオプション割引 

（イ） 次の a に該当するお客さまについては，お客さまの申込みにもとづき，ト（ハ）に定める割引を適用いた

します。なお，この割引を動力用プランプラスオプション割引といいます。 

 a プレミアム割引 

集合住宅の共用部分における需要であること。 

（ロ） 動力用プランプラスオプション割引は，需給開始日前にお申込みいただいた場合は需給開始日より，需

給開始日以降にお申込みいただいた場合はお申込みいただいた日の直後の検針日より，適用いたします。 

（ハ） お客さまは，動力用プランプラスオプション割引の適用条件を満たさなくなった場合，すみやかに当社に

通知していただきます。この場合，動力用プランプラスオプション割引の適用は，当社が通知を受けた直

後の検針日の前日までといたします。なお，適用条件を満たさなくなった日以降最初の検針日以降も動力

用プランプラスオプション割引が適用されていた場合，動力用プランプラスオプション割引の適用は当該事

実が明らかになった直後の検針日の前日までとするとともに，適用条件を満たさなくなった日以降最初の

検針日まで遡って割引の適用されていない料金とすでに料金としてお支払いいただいた金額との差額を

精算させていただきます。 

ヘ 使用電力量の郵送 

同時請求の対象でないお客さまで，使用電力量の郵送による通知を希望される場合，各通知につき 110

円（税込）の郵送手数料をお支払いいただきます。 

ト 料  金 

料金は，基本料金，電力量料金，別表「1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）⑶」によって算定された

再生可能エネルギー発電促進賦課金，郵送手数料およびホ（ハ）にもとづく差額の合計といたします。ただ

し別表「2（燃料費調整）⑴イ」によって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合は，別表「2

（燃料費調整）⑴ニ」によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし，別表「2（燃料費調整）⑴イ」に

よって算定された平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合は，別表「2（燃料費調整）⑴ニ」によって算

定された燃料費調整額を加えたものといたします。なお，動力用プランオプション割引が適用される場合，

基本料金と電力量料金を合計した額に，（ハ）に定める割引率を乗じて算定された割引額を，当該合計から

差し引きます。 

（イ） 基本料金 

基本料金は，１か月につき次のとおりといたします。ただし，契約電力が 0.5 キロワットの場合の基本料

金は，契約電力が１キロワットの場合の基本料金の半額といたします。また，まったく電気を使用しない場

合の基本料金は，半額といたします。 
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契約電力１キロワットにつき  1,076 円 07 銭 

 

（ロ） 電力量料金 

電力量料金は，その１か月の使用電力量によって算定することとし，夏季に使用された電力量には夏

季料金を，その他季に使用された電力量にはその他季料金をそれぞれ適用いたします。 

なお，その１か月に夏季およびその他季がともに含まれる場合には，送配電事業者等より通知された

値にもとづき夏季およびその他季の使用電力量を算定いたします。 

 夏季料金 その他季料金 

１キロワット時につき  14 円 34 銭 12 円  85 銭 

（ハ） 割引率 

          動力用プランプラスオプション割引の割引率は次のとおりといたします。          

割引種別 割引率 

プレミアム １０％ 

（ニ） そ の 他 

時報用または警報用のみに使用する場合は，基本料金のみといたします。 

チ 契約期間 

契約期間は，7（需給契約の成立および契約期間）(2)の定めにかかわらず，需給契約が成立した日か

ら，需給開始日以降１年目の日までといたします。ただし，この電気供給約款附則の契約種別から契約種

別を変更される場合は，契約期間を引継ぎます。なお，契約期間満了後の需要については動力用プランを

適用することとし，動力用プランプラスオプション割引については，当社の「電気供給約款附則（動力用プレ

ミアム割引）」，に定める動力用プランプレミアム割引に引き継がれることといたします。 

リ そ の 他 

変圧器，発電設備等を介して，電灯または小型機器を使用することはできません。 

 

４ 燃料費調整 

この電気供給約款附則により提供される契約種別については，電気供給約款「別表 2（燃料費調整）」は，次のと

おり読み替えるものといたします。 

⑴ 燃料費調整額の算定 

イ 平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は，貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづ

き，次の算式によって算定された値といたします。 

なお，平均燃料価格は，100 円単位とし，100 円未満の端数は，10 円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格 

α，βおよびγの値は，以下の値とします。 

α β γ 

0.0140 0.3483 0.7227 

なお，各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格，１トン当たりの平均液化

天然ガス価格および１トン当たりの平均石炭価格の単位は，１円とし，その端数は，小数点以下第１位で四

捨五入いたします。 

ロ 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は，各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といたします。 

なお，燃料費調整単価の単位は，１銭とし，その端数は，小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

（イ） １キロリットル当たりの平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合 
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燃料費調整単価＝（基準燃料価格－平均燃料価格） ×  ⑵の基準単価  

 1,000 

（ロ） １キロリットル当たりの平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合 

燃料費調整単価＝（平均燃料価格－基準燃料価格） ×  ⑵の基準単価  

                                           1,000 

基準燃料価格は以下の値とします。ただし，平均燃料価格が上限価格を上回る場合には，当該上限価格

を適用することとし，平均燃料価格が下限価格を下回る場合には，当該下限価格を適用することとします。 

 

基準燃料価格 上限価格 下限価格 

27,100 円 40,700 円 12,700 円 

 

 

ハ 燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は，その平均燃料価格算

定期間に対応する燃料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は，次のとおりといたします。 

平均燃料価格算定期間 燃料費調整単価適用期間 

毎年１月１日から３月 

31 日までの期間 

その年の５月の検針日から６月の検針日の前

日までの期間 

毎年２月１日から４月 

30 日までの期間 

その年の６月の検針日から７月の検針日の前

日までの期間 

毎年３月１日から５月 

31 日までの期間 

その年の７月の検針日から８月の検針日の前

日までの期間 

毎年４月１日から６月 

30 日までの期間 

その年の８月の検針日から９月の検針日の前

日までの期間 

毎年５月１日から７月 

31 日までの期間 

その年の９月の検針日から 10 月の検針日の

前日までの期間 

毎年６月１日から８月 

31 日までの期間 

その年の 10 月の検針日から 11 月の検針日の

前日までの期間 

毎年７月１日から９月 

30 日までの期間 

その年の 11 月の検針日から 12 月の検針日の

前日までの期間 

毎年８月１日から 10 月 

31 日までの期間 

その年の 12 月の検針日から翌年の１月の検針

日の前日までの期間 

毎年９月１日から 11 月 

30 日までの期間 

翌年の１月の検針日から２月の検針日の前日

までの期間 

毎年 10 月１日から 12 月 

31 日までの期間 

翌年の２月の検針日から３月の検針日の前日

までの期間 

毎年 11 月１日から翌年の１月

31 日までの期間 

翌年の３月の検針日から４月の検針日の前日

までの期間 

毎年 12 月１日から翌年の２月

28 日までの期間 

（翌年が閏年となる場合は，翌

年の２月 29 日 までの期間） 

翌年の４月の検針日から５月の検針日の前日

までの期間 

 

ニ 燃料費調整額 

 燃料費調整額は，その１か月の使用電力量にロによって算定された燃料費調整単価を適用して算定い

たします。ただし，最低料金が適用される契約種別のお客さまについては，最低料金適用電力量までは，

最低料金に適用される燃料費調整単価といたします。 

⑵ 基準単価 
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 基準単価は，平均燃料価格が 1,000 円変動した場合の値といたします。 

 基準単価は，以下の値といたします。 

契約種別 基準単価 

最低料金が適

用される契約

種別 

最低料金 最初の 15kWh まで 2 円 47 銭 5 厘 

電力量料金 上記をこえる 1kWh につき 16 銭 5 厘 

上記以外 電力量料金 1kWh につき 16 銭 5 厘 

 

５ 契約容量および契約電力の算定方法 

この電気供給約款附則により提供される契約種別については，電気供給約款「別表 7（契約容量および契約電

力の算定方法）」は，次のとおり読み替えるものといたします。 
 別紙「2（従量電灯）⑽ニ（ロ）」，別紙「2（従量電灯）⑾ニ（ロ）」，別紙「2（従量電灯）⑿ニ（ロ）」，別紙「2（従量電

灯）⒀ニ（ロ）」，別紙「2（従量電灯）(26)ニ（ロ）」，別紙「2（従量電灯）(27)ニ（ロ）」，別紙「2（従量電灯）(28)ニ（ロ）」，

別紙「2（従量電灯）(29)ニ（ロ）」，別紙「2（従量電灯）(30)ニ（ロ）」，別紙「3（動力契約）⑴ニ（ロ）」，別紙「3（動力契

約）⑵ニ（ロ）」，別紙「3（動力契約）⑶ニ（ロ）」，別紙「3（動力契約）⑷ニ（ロ）」，別紙「3（動力契約）⑸ニ（ロ）」また

は別紙「3（動力契約）⑹ニ（ロ）」の場合の契約容量または契約電力は，次により算定いたします。ただし，契約電

力を算定する場合は，力率（100 パーセントといたします。）を乗じます。また，託送供給等約款等に別の定めがあ

る場合は，これに従うものといたします。 

⑴  供給電気方式および供給電圧が交流単相２線式標準電圧 100 ボルトもしくは 200 ボルトまたは交流単 

相３線式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトの場合 

契約主開閉器の定格電流（アンペア）× 電圧（ボルト）×   1   

1,000 

なお，交流単相３線式標準電圧 100 ボルトおよび 200 ボルトの場合の電圧は，200 ボルトといたします。 

⑵  供給電気方式および供給電圧が交流３相３線式標準電圧 200 ボルトの場合 

 契約主開閉器の定格電流（アンペア）×電圧（ボルト）×1.732×  1   

1,000 
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